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要　約

　本稿の目的は、単位制度導入時と大学制度連関性の観点から、単位制度が実質化す
る条件と実質化を阻む要因を検討し、それに対する新たな視点の提示を行うことであ
る。
　まず本稿では、アメリカの単位制度の歴史的変遷過程から、単位制度の有する要素
である　１）選択性　２）調節性　３）社会的信用性　４）連続性を抽出し、この４
つの要素を分析単位に単位制度の日米比較を行なった。その結果、日本の単位制度は
選択性を除く調節性、社会的信用性、連続性の要素を損失した事実上、選択科目制に
近い制度となっていることが明らかとなり、単位制度の実質化が実現しないのは、こ
の３つの要素の損失によるものであると示唆された。
　また、単位制度の実質化を阻む要因は、単位制度が導入された戦後において、教育
目的や方法の異なる学校群を再編統合し、新制大学に一元化させたことと、新制大学
発足以降も社会的慣行として残った学閥の序列構造によるものであると考えられる。
ゆえに、日本の単位制度が３つの要素を失ったのは､「場」を重視する日本独特の社会
的文脈である「基盤にある社会性」を考慮せず、制度を導入したことに起因すると結
論づけられた。以上のことから、日本における単位制度の実質化の取組は「基盤にあ
る社会性」を視野に含めた上で、その方法論を再検討していく必要があると考えられ
る。

キーワード：単位制度、単位制度の実質化、高等教育制度、大学改革、制度
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１．はじめに

１．１．問題提起

日本の単位制度は1945年の太平洋戦争の敗戦を期に、連合国軍・民間情報局教育課（GHQ／

CIE）による勧告を受け1947年の新制大学発足に伴い導入された。単位制度は、単位時間を基礎

として授業の履修あるいはその授業に相当する学修の達成を学修時間で計測し証明する制度であ

り、授業内学修と授業外学修を合わせた合計45時間の学修をもって１単位であると定義されてい

る（舘，2007：59)。また、文部科学省による「大学設置基準」では１単位の授業科目を45時間

の学修を必要とする内容をもって構成することを標準とすると記されている。

しかし、日本の単位制度は導入当初から本来の趣旨に則って機能していないと指摘され続けて

いる。単位制度の問題が初めて取り上げられたのは、1963年の中央教育審議会（以下、中教審）

から出された第19回答申「大学教育の改善について（答申)」である。ここでは、以下のように

単位制度の問題について記述されている。

現状のもとで単位制度をその未来の趣旨どおり実施するには幾多の困難があり、これが学力向

上の妨げの一つとなつていることも争えない。このように、単位制度の現状は、わが国の実情に

即しないものがあるので、一方でその障害をとり除くことに努めるとともに、単位制度そのもの

に対して幾多の改善を加えることが要請される（中央教育審議会，1963)。

この答申では、単位制度の具体的問題について言及されていないものの、制度が本来の趣旨に

則って実施されていないことに対する改善を求めた内容となっていた。このような現状を受けて、

平成期の30年は、1991年の「大綱化」と称される「大学設置基準の改正」を皮切りに、多くの大

学改革が実施された時代となった。単位制度においても、学生の学修時間の確保ひいては増加を

目指すものとして「単位制度の実質化」が要請された。単位制度の実質化とは、「組織的な履修

指導や履修科目登録数の上限設定（キャップ制度）などにより学生の主体的な学修を促し、１単

位あたり45時間の学修量を確保するための取組み」(大学評価・学位授与機構，2016：84）のこ

とを指している。このように、日本は平成の30年間で多くの改革を行なったのであるが、半世紀

が経過した2017年の「今後の高等教育の将来像の提示に向けた論点整理」では、以下のような単

位制度の問題に言及した内容が記されている。

わが国の大学について（中略）教育の質を保証するための取組は不十分と言わざるを得ない。

例えば、大学設置基準における単位の考え方からすれば、週48時間の学修が必要になる計算にな

るが、国立教育政策研究所の調査によれば、授業出席時間の平均が約20時間、予習・復習の時間

の平均が約５時間に留まっており、授業以外の学修時間が非常に短い。そして、この数字は過去
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の調査と比較しても改善されておらず、海外の大学と比較しても学修時間が短いという指摘があ

る（中央教育審議会大学分科会将来構想部会，2017)。

 

現在の単位制度の議論は、教育の質保証の観点から学生の学修時間の短さに焦点を当てており、

1963年以降、現在に至るまで制度の問題が取り上げられていることがわかる。

また、溝上（2018）は平成期に実施された大学改革では「単位制度の実質化」を促す効果は確

認できず、それどころか、あらゆる側面において、この期間に実施された教育施策の成果は、改

革の意図に反し横ばいあるいは低下すら見受けられると報告している。

1963年以降、問題視されてきた単位制度は、1991年の「大綱化」以降「単位制度の実質化」の

ため幾多の改革を実施したものの、それらによる成果を得ることができなかった。この現状を踏

まえると、なぜ日本の単位制度の実質化は実現しないのか、そして単位制度の実質化とはそもそ

も何をもって「実質化した」となるのか、といった疑問を想起せざるを得ない。

１．２．単位制度の実質化に関する先行研究

近年の「単位制度の実質化」に関する先行研究は､「実質化の方策を検討する研究」と「実

質化が実現しない要因に着目した研究」に分類できる。まず､「実質化の方策を検討する研

究」について、野田・渋井（2016)、渋井・野田（2018）は大学評価・学位授与機構の実施

した大学期間別認証評価の2005年度から第１サイクル（2005～2011年度）と、第２サイクル

（2012～2014年度）の認証結果報告書から、どのような指標・エビデンスが単位制度の実質

化に影響を与えるのかを検討している。中山（1995)、西垣（2005）は単位制度の実質化を

実現するには大学制度における「大道具」と「小道具」がそれぞれ単独にではなく、教育シ

ステムとしての連関性を持たせることが必要であると主張している。ここで表現される「大

道具」は大学財政、市施設設備、カリキュラム、単位制度などを指し､「小道具」はシラバ

ス・TA（Teaching Assistant)・GPA（Grade Point Average）などの授業運営に関わる道具

的手段を指している。また、西垣は学生・教員双方の単位制度の趣旨の周知・FD（Faculty 

Development）の整備、TAの配置・授業評価の継続の４点が一際重要であると主張している。

これらの実質化の方策を検討する研究は、単位制度が実質化するためにはそれに付随するサブ

システムの導入が重要であることに視点を置いており、１単位あたり45時間の学修達成を研究

の目的としている。

次に､「実質化が実現しない要因に着目した研究」は、川嶋（2018：107-157）がある。川嶋

は、大綱化以降の平成期において実施された日本の大学改革が、なぜ政策の意図に反する結果

となったのかという点に着目し、その事例として単位制度の実質化を取り上げている。実質化

が実現しないのは、単位制度のみを他の条件から分離させ、米国から日本に導入したことにあ

ると主張し、具体的に単位と授業料の関係や、省庁と大学の組織構造の問題をあげている。ア
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メリカでは、年間履修単位数の基本水準は30単位と定められており、30単位数に伴った授業

料が定められている。他方、日本では大学の授業料が一律定額であるため、履修すればするほ

ど得になる、いわゆる「食べ放題」の構造となっている。昨今の大学改革では、キャップ制を

取り入れる大学が増加したが、その実態は「年間50単位まで」などと単位制度の趣旨に則って

いない現状が看取される。このため、履修科目数の多さが相対的に授業外学修の時間を短くし、

結果として広く浅くしか学修できない現象を生むと川嶋は考察している。そして、単位制度を

実質化させるには、単位制度に付随するその他の様々な条件もそれに見合った改変を行う必要

性を指摘している。さらに、絹川（2003）、串本（2013）は単位制度と制度の連関性を社会

制度である雇用慣行に視点を拡大して実質化の問題を検討している。これらは、現代日本社会

における雇用が主に第３学年終了時に始まることから、学生は就職活動を意識せざるを得ない

状況に置かれ、それが学生の学修環境を悪化させる要因になっていると主張している。しかし、

この社会制度と単位制度の連関性に着目した研究は、詳細な分析が行われておらず問題提起的

な言及に留まっている。

１．３．本稿の立場と研究目的

「実質化の方策を検討する研究」と「実質化が実現しない要因に着目した研究」は、前者が文

部科学省の要請した「単位制度の実質化」を実現させるための手段や方法論を検討している一方

で、後者は大学改革で実施されてきた「単位制度の実質化」がなぜ実現しないのかと逆説的に問

題を検討している。後者の研究は「何が足りない」というより「何が間違っているのか」と単位

制度とその他の制度間における齟齬に原因を求める点で大きく異なっており、平成期後半から増

加している観点となっている。

一方、これらの研究は単位制度に関わる問題の所在を平成期に絞って捉えようとする点と、

単位制度と他の制度の連関性に問題を求める点では共通点を持っている。しかし、1963年の

「大学教育の改善について（答申)」にて単位制度に関する記述があるように、制度の問題は、

導入当初から指摘されていたことから、問題の所在を求めるのは単位制度の導入時であると言

える。単位制度が導入された時期に焦点を当てた研究としては、土持（2001）や清水（1998）

があげられるが、これらの研究はいずれもCIEによる教育政策の介入から大綱化までに留まっ

た単位制度の変遷に焦点を絞っている上に、単位制度と他の制度の連関性については記述して

いない。

さらに、近年の先行研究では「45時間の学修をもって１単位」と量的な規定のみが設けられた

「単位制度の実質化」という用語に対するさらなる検討や批判的研究、すなわち「実質化する」

とはどういうことであるかに論究した研究はほとんど見当たらない。つまり「単位制度の実質

化」とは、高等教育において明確な論理の上に成り立たない曖昧な用語となっており、単位制度

の実質化は、現実と理想が乖離した取組になっていると考えられる。然るに、単位制度は何を
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もって実質化するのかを改めて明確にする必要がある。

そこで本稿の目的は、単位制度導入時と大学制度との連関性の観点から、単位制度が実質化す

る条件を明らかにした上で実質化を阻む要因を検討し、新たな視点の提示を行うこととする。ち

なみに本稿で扱う連関性とは、物事を構成する要素そのものとは区別された諸要素間における紐

帯の具合を指し示している（坂木，2002：479)。ゆえに、諸要素の関わりといった全体を示す関

係性とは区別して本稿では使用する。

１．５．研究方法

本稿では、日本の単位制度の導入前後の期間を対象とすることから、当時の日本高等教育制度

の概観を明らかにする必要がある。さらに、日本の単位制度はアメリカをモデルとしているため、

アメリカの単位制度、特に日本に導入されるまでの単位制度とその歴史的形成過程を明らかにす

ることも必要である。ゆえに次の研究プロセスをとった。

２章では、清水（1998）の研究や単位制度に関する史料を中心に、アメリカの単位制度の歴史

的変遷過程を追い、いかなる経緯で単位制度が誕生・発展したかを明らかにする。文献の対象期

間は選択科目制が高等教育で導入された時期から日本に導入される1946年までに絞った。３章で

は、日本の戦前と戦後の高等教育と相対化させるために、教育史の先行研究と文部省の史料を用

いて、戦前期の高等教育制度の実態とその変遷を概観する。４章では、終戦後日本の高等教育が

いかなる経緯で形成されたかを明らかにし、単位制度がどのような形で日本に導入されたかを概

観する。５章では、それまでに整理した研究・史料から、次のプロセスで分析および考察を行

う。１）２章にて形成過程の変遷をおったアメリカの単位制度から制度の有する要素を抽出する。

２）アメリカの単位制度から抽出された諸機能を日本の単位制度と比較分析し、実質化の条件を

考察する。３）分析によって明らかになった日本の単位制度の実質化が阻害される要因を、３・

４章の日本の高等教育制度と単位制度の連関性から明らかにする。そして結論では上記の考察を

踏まえて単位制度の実質化に対する新たな視点の提示を試みる。

２．アメリカの単位制度導入と発展～日本への導入まで～

２．１．選択科目制の導入

単位制度は、1869年から1909年の間、ハーバード大学学長を務めたエリオット（Eliot, C.W.）

の選択科目制に起源を持つ。選択科目制とは学修者自身が自らの関心に沿った履修を許容する制

度であり、カリキュラムが予め定まっている必修科目制とは対比される。

17世紀のアメリカでは、聖職者養成と若者に市民としての規範を教えることを目的としたカ

レッジが主流であり、そこでは、討論や探求学修は行われず「暗誦」を中心とした授業が行われ

ていた（潮木，1993：24-30)。また、カリキュラムは必修科目制であり科目も古典言語（ラテン
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語・ギリシャ語・ヘブライ語）と三学四科１のリベラル・アーツ科目に限られていた（Gwynne-

Thomas, 1981：147-149)。ところが、19世紀に差し掛かると独立戦争や南北戦争を契機に、商工

業と農業の発達、民主主義思想の普及、近代文明の進歩と専門化による新たな教育需要の増加

（清水，1998：39-40）と、ベルリン大学の創設以来、学問水準が世界最高であったドイツの影

響を強く受けたことで、アメリカでは高等教育改革が実施されるようになる。エリオットはハー

バード大学学長に就任後、大学院の設置や、自然科学・社会科学などの新学部の設置と同時に選

択科目制を導入した。Eliot（1908：134-153）によると、選択科目制の導入には勤勉な学生に自

身の関心・力量に伴った科目を選択させると同時に、学部生や大学院、他学部生を交流させ学

びの相互作用を促す目的があった。当時のエリオットは、改革以前のアメリカの学生は足並み揃

えて同じ科目を「兵隊のパレードのように（“like soldiers on parade”）」学修していると表現し

ており（Burn, 1976：119)、教育の様相を揶揄している。エリオットは、学生へ選択の自由を与

えることで、アメリカ教育の抜本的変革及びその発展を促した。選択科目制は、学位要件や試験、

講義方法の変化をもたらし従来の必修科目制に比べ非常に柔軟なカリキュラム編成を可能とした

ことから、多くの大学で導入されるようになった（清水，1998：49)。

２．２．選択科目制の普及に伴う単位制度の発生

選択科目制が普及すると、次に各大学で科目の修了基準や卒業要件に量的な規定を設ける動き

が現れる。従来、アメリカの大学で実施されていた学位授与は進級制を基準としたものであった。

それが1890年代になると、選択科目の開講数増加により学生個々人の学修内容が多様化したこと

で、学位授与の規定は、課程修了に必要な科目数のみを設け在学中に規定数を修了すれば学位が

授与されるという方法へと変化していった（Burn, 1976：119)。これには、学修内容の多様化と

科目数増加により、学修内容・主専攻に係る習熟度・学修時間が同課程を専攻した学生間で異

なり始めたことが背景にある。1878年のミシガン大学（University of Michigan）を例にとると、

学位要件が24～26コース２の取得という科目量で規定されていることがわかる（Farrand, 1885：

267-268)。科目数による卒業要件規定は、要求する科目数に若干の差異はあれ、他の主要大学で

も同様に採用された。

そして、科目数により定められていた卒業要件は、次第に学修時間を尺度に加え、単位数

を基準とした要件へと変容してゆく。これによって単位制度が誕生した。単位制度（Credit 

１ 　伝統的リベラルアーツ科目は、文法学（grammar)・修辞学（rhetoric)・論理学（logic）の三学、数学
（arithmetic)・幾何学（geometry)・天文学（astronomy)・音楽（music）の四科により構成されていた。
２ 　現代日本の高等教育にてコースという用語が使用される際、主に学修者の主専攻等を意味しているが、
ここでのコースとは日本の大学の「科目」に相当すると考えられる。現に１コースとは、１セメスターに
週５回の授業（exercise）で構成されていたため、当時のミシガン大学の卒業要件は単位数によるもので
はなく科目数によるものだとわかる。
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System）という用語を初めて大学カタログ等の公式な資料で使用したのは、確認できる限りで

1892年のミシガン大学であるとされている（清水，1998：49-50)。そこでの１単位は、１セメス

ターに週１回分の授業と満足な授業成果を得ること与えられ、B. A.（Bachelor of Arts）学位を

取得するためには120単位が必要であると記載されていた。ミシガン大学の取組を皮切りに1900 

年代以降、単位数を卒業要件規定とする単位制度の導入が多くの大学で採用されるようになった

（Burn, 1976：119)。

２．３．アメリカ高等教育の乱立とアーティキュレーション

アメリカにおける政府の統制力はヨーロッパ諸国のそれと比較した際、極めて希薄なもので

あった。それは教育においても同様であった。新堀（1977：41）によると、アメリカの教育は私

的・宗教的・博愛的なものであり、全国的な基準を持たない非中央集権的で地方的なものであっ

たとされている。それゆえアメリカにおいて大学の設立許可は、連邦政府ではなく州が担うもの

として扱われていた。

中世に遡る大学の歴史は、学生や教師が自発的に組織したウニヴェルシタス（Universitas）に

起源を持つ。ウニヴェルシタスは13世紀に入るとローマ法王から組織の特権的自治である学位授

与の権利を付与され現在の大学へと変容する（新堀，1977：36)。この大学が学位授与権を与え

られることを「チャータリング（Chartering)」といい、チャーターされた大学は公に認められ

た組織の自治を獲得することができた。時代の変遷によりヨーロッパ諸国の覇権がローマ法王か

ら国王に移ると、チャータリングの権限も同様に国王へと移った。

本来、アメリカでカレッジ・大学の学位授与権を得るためには、宗主国であるイギリスの国王

からチャータリングを得る必要があったが、1819年の「ダートマス判決」が下ったことで、アメ

リカの大学における学位授与権は州のチャータリングで保証されることが決まった。この判決以

降、アメリカでは州のチャータリングを得た大学が数多く設立され、アメリカの高等教育の学校

数と学生数は、1830年では学校数は約50校（新堀，1977：41）で学生数はわずか3,200人であっ

た段階から、1870年では学校数は563校、学生数は52,000人に増加している。そして、1930年に

なると学校数は1,409校、学生数は1,082,443人、在籍率は人口の11.9％を占め、高等教育機関の

量的拡大を促すに至った（清水，1998：113)。

ところが、このような高等教育の量的拡大を促した一方で、ジュニア・カレッジ、師範学校、

プロフェッショナル・スクール、グラデュエート・スクール・工業大学・リベラルアーツ・カ

レッジ、大学などの学校群は、共通の学問的水準や入学卒業要件等の共通規定を持たないまま乱

立するようになった。これにより、ジョンズ・ホプキンス大学（Johns Hopkins University）の

ように研究を重視する大学院水準の学校があれば、大学と称しながらも中等教育水準の教育しか

行わない学校も現れ、アメリカの教育は大学やカレッジの基準や定義を失ってしまったのであ

る （新堀，1977：43)。すなわち、非中央集権的で地方的な教育観を持つアメリカのチャータリ
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ングは、学校のあらゆる水準を雑多なものとし教育水準の低下や混乱を招いてしまったのである。

実際に、1830年代にアメリカでは50校を超えた大学がチャータリングを得ていたことに対し、イ

ギリスでチャーターされた大学はわずか３校のみであったことから、英米の差異を垣間見ること

ができる（新堀，1977：41)。

共通の規定が存在しないのは単位制度も同様であった。当時のアメリカには卒業要件に必要な

単位数や、どの程度の学修量が１単位となるのか等といった単位制度の量的基準は各大学が独自

に設けており、それぞれの大学で大幅に異なっていた。共通の規定がないことは、同様に単位制

度の運用にあたり新たな問題を生じさせたのである。中でも、ひときわ中核を担った単位制度の

問題が、高等教育への入学資格、すなわち中等教育と高等教育間の「アーティキュレーション

（Articulation）」という高大接続におけるものであった。

19世紀後半、アメリカの単位制度は高等教育の普及と共に中等教育においても同様に導入され

ていた（清水，1998：57-87)。それゆえ単位制度は入学資格の基準の一つとして使用されており、

高等教育機関は中等教育で取得すべき科目とその単位数を自由に決めることができた。しかし、

上述した高等教育機関の乱立は入学資格要件の基準が各大学で全て異なっているという状況も同

様に引き起こしたことで、中等教育側の入試準備対策と高等教育側の優秀な人材の確保を結果的

に困難にさせ、制度の連続性を欠いた脈絡の無い教育系統となっていたのである。

２．４．アクレディテーション機関の登場と単位制度の規定化

こうしたアメリカの非中央集権的で地方的な特徴は、高等教育の乱立や、アーティキュレー

ションの機能不全による混乱を引き起こしたが、この現状を改善するため、次第に「アクレディ

テーション（Accreditation)」を行う機関が設立されるようになった。Selden（1960：6）による

と、アクレディテーションとは、カレッジ・大学の教育水準等が予め設定された資格や水準に合

致することを、認定団体、認定機関が承認する行為であり、Zookら（1936：18）によると、承

認を得るために必要な基準を設定する機関、あるいは組織が発行する大学一覧表に掲載されるこ

とによって国内の教育機関が取得する承認であると定義されている。アクレディテーションとは、

チャータリングにもう一段階の基準を設け、教育の水準を大学の集まりによって自己統制を行う

方式である。これは、地方の州政府や大学関係者、企業人といった地方ないしは民間によって

考案され、次第に社会も大学がアクレディットされているかという基準により評価を行うように

なる。

アクレディテーション機関は、政府とは関係を持たない任意の民間団体であることから、様々

な機関が自主的に設立されるようになった。それらは主に地域別・専門別の２種類が設立されて

いった。地域別アクレディテーション機関は、当初アーティキュレーション問題を解決するため

に中等教育と高等教育のアクレディテーション、大学入学資格の共通化を行なった。これらの組

織は、地域ごとに中等教育機関と高等教育機関の代表が集まって結成され、現在に至るまで６つ
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の機関が活動を続けている（Blauch, 1959)。一方、専門別のアクレディテーション機関について

である。19世紀までのアメリカにおける専門別アクレディテーション機関は、種類が限られてお

り主に医師・法曹・牧師の３つしかなかったが、産業の発達やカリキュラムの多様化により専門

職の種類も多様化したことに伴い、現在では非常に多くの専門別アクレディテーション機関が全

国的な規模で活動している。これらの専門別アクレディテーションは、専門職と密接に結びつい

ており、アクレディットされたカレッジ・大学の学部の専門教育を修了していなければ、その専

門職に就くための免状が発行されず、就業につくこと自体が困難になる。1950年代になると、専

門別にアクレディテーションを行っていた機関数は、Blauch（1959）によると25個設立されてい

ることが確認されている。

単位制度も同じく規定化を試みる動きが見られ、それは主に地域別アクレディテーション機関

によって実施された。単位制度の規定は、地域ごとのアクレディテーション機関により若干の差

異はあったものの、単位制度に関する定義や学習量の基準、卒業要件に必要な単位数といった要

項は、基本的に同一となった。Ratcliffe（1930：5-42）によると、卒業要件単位数に関して、ほ

ぼ全ての資格認定機関は基本的に四年制大学に対し120単位を最低基準としており、単位数と同

時に学問的質要件を規定した。例えば１単位の規定に関して、北中部基準協会では50分以上週一

回の授業を１セメスターで18週とすると定められた。以上のアクレディテーション機関の設立と

その活動によって、多様で統一性のなかったアメリカの単位制度も規定化が行われたのであった。

３．戦前期の日本高等教育制度

明治政府発足から太平洋戦争までの期間（以下、戦前期） における日本は、近代西欧諸国に

並ぶため国家の発展に寄与する人材を養成する教育制度の整備に力を注いできた。中でも近代で

は大学が重要な役割を担うという伊藤博文（初代総理大臣）と森有礼（初代文部大臣）の共通認

識は、幾度にも渡った教育制度の制定・改定の一貫した理念となった（天野，2009a：8)。

戦前期における日本の教育は、単線型教育制度ではなく複線型教育制度を採用し教育機関はそ

れぞれの教育目的や内容によって明確な区別がされた上で、卒業者にそれぞれ異なった進路を提

供した。1940年の高等教育の進路は帝国大学・大学・専門学校・高等師範学校へ進学するルート

があり、特に帝国大学へ進学した者には官僚職就職等といった社会的エリートの特権が付与され

ていた（草原，2008：63)。このような戦前期の高等教育に至る変遷を、大きな改革で捉えると

それは大きく３つの時代に区分することができる（表3.1)。本稿では、それぞれを「学制・教育

令期｣・｢帝国大学令期｣・｢大学令期」とし、各期の高等教育の変遷を概観する。
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表3.1　戦前期高等教育の時代区分

時代区分 区分期間
学制・教育令期 1872～1886 東京大学設立から帝国大学設立まで
帝国大学令期 1886～1918 帝国大学設立から、帝国大学以外の大学設立まで
大 学 令 期 1918～1945 帝国大学以外の大学設立から第二次世界大戦終結まで

筆者作成

 ３．１．「学制・教育令期」の高等教育制度

当時の明治政府は、早急に近代化・産業化を実現するために西洋諸国の学芸技術に精通した人

材を求め、1877年に国家の発展に寄与する学校として「高尚ノ諸学ヲ教ル専門科ノ学校」である

東京大学を設置した。しかし、当時の大学構想は、現実と理想の間に実現性を欠く乖離があった

ことから、「帝国大学令期」に入るまでその機能を十分に活かすことができなかった。

大学を確立させるには、順序だった構造として専門諸学を充分に学ぶことができる基礎的能力

の養成を目的とする初等・中等段階の教育制度を整える必要がある。すなわち「学制」を公布し、

高度養成人材育成の制度基盤を作ったとしても、小学・中学段階が十分に整備されていなかった

ため、当時東京大学の確立は事実上不可能な状態であり、定員数を満たす学生を入学させること

が物理的にできなかったのである（天野，2009a：23)。

そのような現実と理想の乖離を埋めるために登場したのが専門学校であった。専門学校は大学

構想の乖離を埋める人材の育成を目的に設けられた機関であり､「学制」公布の翌年である1873

年に「学制二編追加」という形で専門学校が条文に追加された。すでに、東京大学が設立され

た1877年には日本社会で西欧の学術技芸に対する学習需要が大きく膨れ上がっていたため、専

門学校はその学習需要を満たす役割の多くを担うこととなり、学校数を次第に増やしてゆくので

ある３。

しかし､「学制」に追加された専門学校の記述は、非常に簡易的なものであったため新たな別

の問題を引き起こした。記述を見ると、専門学校に関わる内容は入学資格と科目別による学校の

説明のみに留まっており、定義づけが曖昧なものとなっている。以下がその記述である。

「学制二編追加」(1873年文部省布達 第57号）

「 専門学校ニ入ル生徒ハ小学教科卒業シ外国語学校下等ノ教科ヲ踏ミタルモノニシテ年齢十六

歳以上タルヘシ」(第191章）

「 専門学校ヲ分ツ左ノ如シ法学校医学校理学校諸芸学校砿山学校工業学校農業学校商業学校獣

３ 　「学制・教育令期」には、官庁直轄の専門学校があったことにも留意する必要がある。それらは、高度
な専門教育を実施していたため大学と同等の教育力を有しており、これらは後に帝国大学に包摂されるも
のの「学制・教育令期」では専門職養成機関として重要な役割を担っていた（天野，2017：18)。
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医学校等コレナリ」(第193章）

これにより､「学制」の記述に当てはまる学校は、専門一科を教授していれば専門学校とみな

され、専門学校は高度な学術を教授する学校もあれば教育の質が悪い学校も含む「レベルもタイ

プも雑多な学校群（天野，2009a：67)」の総称となってしまったのである。この状態は「専門学

校令」と「実業学校令」が公布されるまで続くこととなる。

一方、専門教育のための基礎を教授する機関としては、中学校がその役割を担っていた｡「中

学校教則大綱」にて中学校は初等と高等の２種を置き、高等中学科を「卒業ノ者ハ大学科、高等

専門学科等ヲ修ムルヲ得ルヘシ」とし、高等中学科を大学進学のための準備教育課程と位置付け

られていた。しかし「学制・教育令期」の中学校は、高等教育機関に対応できる語学教育水準を

有しておらず、整備が追いつかないという理由からほとんど設置されなかった（天野，2009a：

111)。そのため、この時期における東京大学と省庁直轄の専門学校は、中学校とは別に代替的な

案として長期の予備課程を独自に設置しなければ専門教育が成立しなかったため､「学制・教育

令期」では東京大学の設ける予科課程が、高等中学科よりもむしろ高等学校的性格を有すること

となった。

３．２．「帝国大学令期」の高等教育制度

「学制・教育令期」では、早急な近代化を試みた結果、多くの問題を生んでしまった。しかし、

それらの問題は「帝国大学令期」に入ると教育課程が整備され、徐々に解消されてゆく。図3.1

は1908年時点の教育制度である｡「帝国大学令」が1886年に公布されると､「国家ノ須要ニ応スル

学術技芸ヲ教授シ及其蘊奥ヲ攷究スルヲ以テ目的」として、東京大学は帝国大学（後に東京帝国

大学）に改められた。帝国大学は、既設の法学部・医学部・理学部・文学部を中心に司法省法学

校と工部大学校を統合、大学院も設置したことで教育と研究の機能を有する総合大学となった。

後に帝国大学は、京都・東北・九州・北海道・大阪・名古屋の計７つの地域に設置される４。

そして「帝国大学令」の公布以降、次第に帝国大学群を中心とする国家主導の教育体制の色彩

が増すようになる。帝国大学の新設は続くものの、それら以外の私立の専門学校はたとえ帝国大

学に劣らぬ教育水準を保持していても大学に昇格する権限を与えられることはなく、官立である

帝国大学と私立である専門学校の間に大きな格差が形成されるようになる。

 

４ 　帝国大学は、これら７つの大学以外に、京城帝国大学（韓国)・台北帝国大学（台湾）も設置されていた
が、本稿では扱わないものとする。
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図3.1　日本の教育系統（1908年)

出典：文部科学省，｢学制百年史 資料編」

一方､「レベルもタイプも雑多な学校群」となっていた専門学校は、1899年の「実業学校令」

と1903年の「専門学校令」が公布され整備が行われた。この法令により専門学校は､「高等ノ学

術技芸ヲ教授スル学校」として、医学、政治学、法律学、経済学、文学、宗教を教授するものと

定められた。一方で、実業学校は「実業ニ従事スル者ニ須要ナル教育」を実施する機関として、

工業学校（徒弟学校を含む)・農業学校（蚕業学校・山林学校・獣医学校・水産学校を含む)・商

業学校・商船学校・実業補習学校であると定められた。そして実業学校の中でも、比較的高度な

専門内容を教授する学校に関しては、1903年の「実業学校令」改正により実業専門学校として扱

うものとされた。実業学校は甲種・乙種に分類し高等小学校・尋常小学校の上に設けられ、実業

専門学校は、実業学校に位置付けられながらも専門学校と同等の教育機関として位置付けられた。

このように専門一科の学校は、各法令により専門学校・実業専門学校・実業学校へと細分化され、

整理が行われた。表3.2は当時の専門学校・実業専門学校・実業学校の各学校数を表したもので

ある。専門学校は合計39校であるのに対し、実業学校は合計1,589校となっており公立実業学校

の数が目立つ。実業専門学校は私立の１校を除き全てが官立のものとなっている。
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表3.2　1903年の専門学校・実業専門学校・実業学校の学校数５

官　　立 公　　立 私　　立 計
専 門 学 校 8 3 28(26) 39(37)
実業専門学校 7 0 1 8
実 業 学 校 2 1,508 79 1,589

文部省編（1905）より

そして基礎教育を行う学校も「中学校令」の公布にて整備が施された｡「中学校令」では、

「中学校ヲ分チテ高等尋常ノ二等トス高等中学校ハ文部大臣ノ管理ニ属ス」ものと定め、事実上

機能していなかった高等中学科は、高等中学校へと再編されることとなった。この制度改正によ

り、高等中学校は帝国大学の予備課程としての役割を担うようになる。高等中学校は東京大学

予備門を第一高等中学校とする東京を初め、仙台・京都・金沢・熊本・岡山・鹿児島・名古屋に

合計８校が設立された。そして高等中学校は、1894年に「高等学校令｣（大蔵省編，1894：270）

（以下「(第一次）高等学校令｣）の公布と共に高等学校へと名称を変更し、戦前期の高等学校制

度として代表的な「ナンバースクール」と称される学校の前身となった。さらに、高等中学校は

文部大臣の管理下に置かれ官立の学校となったことから、尋常中学校と高等中学校は全く別の学

校種として設計されるようになり、高等中学校の入学者は専門教育に必要な教育を施した後、自

動的に帝国大学へ進学できる権利が与えられた （天野，2009a：111-112)。

３．３． ｢大学令期」の高等教育制度

「帝国大学令期」では、最高学府として帝国大学を設置したことで国家主導による教育政策が

本格的に推進されるようになった。中でも、政府は帝国大学以外の大学設置は一向に認めず、帝

国大学のみを唯一無二の大学として大きな特権を付与していた。そのため、専門学校はたとえ自

ら大学部や大学予備課程を付設し、帝国大学に劣らぬ教育水準や実績を備えていたとしても、法

律上全て専門学校、あるいは実業専門学校として扱われ続けた｡「帝国大学令期」の高等教育制

度は、国の最高学府である帝国大学とその下位に位置する専門学校群により構成されていたので

ある。

しかし、この２層構造は、次第に私立の専門学校群から大学昇格への圧力を強めることとなっ

た。これには帝国大学と専門学校、または官立と私立の間における、地位の平等化という官民格

差の是正要求が根本にあり、具体的には、帝国大学の卒業生のみが享受できる特権を専門学校の

卒業生にも認めてほしいというものであった。また、当時の日本社会では、日清戦争や日露戦争

により産業化が促進されたことで、産業界の各方面から専門職に長けた人材が多く求められた。

だが、学校数と定員数に限りがある帝国大学と高等学校では、産業界の人材需要を満たせないこ

５ 　史料に記されていた数字が文中と表とのもので一致しなかったことから、文中の数字は括弧内に記述した。
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とから、産業界からの現状に対する批判も同様に高まっていたのである（草原，2008：56)。

このような背景から1918年に「大学令」が公布された｡「大学令」は、帝国大学以外の官公私

立大学の設置も可能とし、それまでの帝国大学主導体制であった高等教育を大きく変化させる法

令となった｡「大学令」によって、大学は「国家ニ須要ナル学術ノ理論及応用ヲ教授シ並其ノ蘊

奥ヲ攻究スルヲ以テ目的トシ兼テ人格ノ陶冶及国家思想ノ涵養ニ留意スヘキ」と定められた上で、

「法学、医学、工学、文学、理学、農学、経済学及商学」の学部から構成される総合大学を原則

としながら単科大学でも設置することができるとし、官立・公立・私立であるかは問わないとし

た。図3.2は､「大学令」が公布された翌年1919年の教育制度である。この「大学令」にて、戦前

期日本の高等教育制度は概ね完成を迎えたのであった。

 

図3.2　日本の教育系統（1919年)

出典：文部科学省，｢学制百年史 資料編」

「大学令」の公布による高等教育制度の緩和は大学群の量的規模を一気に拡大させた。表3.3

は、1940年時点での各高等教育機関の学校数及び入学者数をそれぞれ表している。大学について

は、帝国大学が計７つ設置されている一方、帝国大学以外の大学は計40校が設置されている。ま

た学生数においても、帝国大学に在籍する学生は7,061人であることに対し、帝国大学以外の大

学の学生は13,317人と二倍以上の数になっている。

また、依然として昇格しなかった専門学校も日本の高等教育において重要な役割を担っていた

ことにも留意しておく必要がある。全大学数は47校（帝国大学７校、大学40校）である一方、専
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門学校・実業専門学校の学校数は193校であり、その約５倍の数となっている。そして、学生数

も全大学20,378人であるのに対し、専門学校・実業専門学校の生徒数は計62,711人と、大学に所

属する学生数より、３倍以上の在籍人数を有している。

表3.3　戦前期高等教育の学校数と入学者数（1940年)

官　　立 公　　立 私　　立 合　　計
学校数 入学数 学校数 入学数 学校数 入学数 学校数 入学数

帝 国 大 学 7 7,061 7 7,061
大 学 12 1,680 2 269 26 11,368 40 13,317
高 等 学 校 25 3 4 32
大 学 予 科 4 2 26 32
専 門 学 校 8 3,028 9 3,028 104 40,408 121 44,784
実業専門学校 51 14,067 3 478 18 3,382 72 17,927
合　計 107 25,836 19 2,095 178 55,158 304 83,089

天野（2017：10-13）より筆者編集

さらに､「大学令」が公布された1918年には、「（第一次）高等学校令」を廃止して､「高等学校

令」(以下、「（第二次）高等学校令｣）も公布された。「（第二次）高等学校令」も官立以外の高等

学校の設立を認めたことから、大学の増加と同様に高等学校の新設も相次ぎ、結果的にその数は

32校にまで登った（表3.3)。また、官立高等学校の「大学令」公布以前に設立された17校は、各

地域の名称を使用していることから「ネームスクール」と称されている。「(第二次）高等学校

令」により、事実上大学予科課程となっていた高等学校は、社会に広く適応できる教育を実施す

る教養教育の場となり、｢ナンバースクール」のみに与えられていた帝国大学へ自動的に進学で

きる特権は効力を失い、高等学校の種類に関係なく大学進学希望者は、大学が課す入学試験に合

格すれば大学に進学することができるようになった。

４．戦後日本の新制大学制度

４．１．占領下日本の新制大学構想 ～アメリカ教育使節団～

1945年の太平洋戦争終結後、日本は７年間GHQの支配下に置かれた。GHQは日本の教育を再

建するために、アメリカ教育使節団（以下、使節団）の派遣を行い、日本政府にも使節団に協力

するために日本側教育家委員会（以下、教育家委員会）の設置を要請した。そして、1946年３月

にニューヨーク州教育長官のジョージ・Ｄ・ストダードを団長に27人の教育専門家から構成され

る使節団が日本に来日し、日本教育制度の改善に関する報告書が作成された（伊ヶ崎ら，1975：

75)。

 この使節団の報告書は、アメリカの教育観を多分に含んだものであったが、被占領国に対し
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て優位性を示すようなものではなく経験ある教育者の一団として日本の教育再建を専門的に援助

するという姿勢が取られていた。当時文部省教員養成課長であった玖村敏雄は、使節団はアメリ

カの教育をそのまま日本に当てはめようとせずに共に考える態度を取っていたことから、占領

されたという屈辱的な意識を全く持たなかったと述べている（大学基準協会十年史編纂委員会，

1957：20)。

報告書は序論と６つの章から構成されており、内容としては以下の３つが特筆すべき点として

記されている。一つは、日本の中央集権的教育制度・官僚的教育行政・特権階級のための学校組

織・画一的な詰め込み教育などのトップダウン式の教育体系に対し、個人の価値と尊厳を原則と

する民主主義教育を実施する必要があると言及している。二つは、従来の複線型の学校制度を

「６－３－３」の単線型の制度に改め、義務年限を９年に延長することを勧告している。最後に、

高等教育に関する章において､「思想の自由を激励し、探求の方法を完成し、知識の向上をうな

がし、科学及び学問を育成し、真理への愛着を育み、そして社会への絶えざる光明の源」として

あるべきだと説いている。そのために、高等教育は一部の特権者のみでなく、多くの人々に解放

されなければならないと述べてられており、カリキュラムの自由化、男女の機会均等、就業に必

要とされる広い人文科学的な教養として一般教育の導入を勧告している。この章では、おもに高

等教育ひいては大学とは何かという理念的叙述が主となっており、具体的な制度設計については

あまり言及していない。黒羽（1994)、大崎（1999)、土持（2006）によれば、この報告書では

「６－３－３」の教育体系については言及しているものの､「６－３－３－４」といった大学を

４年制にすべきであるという勧告はされておらず、むしろ大学以外の専門学校・実業専門学校・

高等学校・師範学校といった多様な学校の維持と発展を前提とした旨が記述されていたことが明

らかとなっている。

４．２．CIEの介入と「６－３－３－４」制の導入

使節団報告書において高等教育を現在のように単線化する４年制大学の勧告は提言されていな

かった。それとは対照的に、教育家委員会が作成した「米国教育使節団に協力すべき日本側教育

家委員会の報告書」(日本近代教育史料研究会編，1998：145-155）には、高等教育制度の根本的

な改革を要請する内容が記述されていた。

南原繁（当時東京帝国大学総長）を委員長に構成される教育家委員会報告書の内容は、具体

的に日本の学校系統が、６年制の国民学校初等科の後、１）中等学校・高等学校・大学、２）

中等学校・専門学校、３）国民学校高等科・青年学校の３つの進学ルートに分岐していること

を言及し、それが社会階層の形成を促し、機会の不平等を招いていると指摘した上で、１）

と２）の系統を改め、一つに単線化すべきというものであった（日本近代教育史料研究会編，

1998：147)。

この報告書は、教育家委員会が独自に作成した文書であるが、報告書に記載されている改革案
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は、戦前期に教育改革同志会（以下、同志会)６によって1937年に作成された「教育制度改革案

（教育改革同志会編，1937)」に若干の改変が加えられたものであった。「教育制度改革案」に

は、当時多くの支持者が付いており教育審議会でも取り上げられた案となったが、一票の差で否

決となり採択されなかった。だが、1937年当時と終戦後の1946年では、国情等が大きく変化して

いたことから再びこの改革案が脚光を浴びることとなった。

しかし、教育家委員会報告書は文部省には提出されたもののCIEに渡されることはなかった。

ところが土持（1991）によると、南原は、1946年３月21日にストダードと極秘に面談を行なっ

ており、学制改革にふれた「特別報告書」を渡し、同年３月25日にCIEのロバート・Ｋ・ホー

ルに対し､「教育改革－日本側教育家委員会の公式意見－」の報告を行ったことが明らかとなっ

ている。｢特別報告書」の内容に関しては、１)「高等学校、ジュニア・カレッジ制度を改正す

る｣、２）｢全案をすべてアメリカの計画を模範（モデル）にし、小学校、高等学校、専門学校

（カレッジ)、大学を単線化し、すべての段階での機会均等が拡充できるようにする｣、３)「専

門学校は男女共学の大学とすべきであり、男女別々にしない」といった改革案が記述されており、

「上掲の改革は計画されていたが、文部省はこの改革案に対して躊躇している」とコメントが添

えられていた（土持，1991：328)。

その後、使節団が去ってから４ヶ月後の1946年８月９日に、教育刷新委員会７が設立された。

草原（2008：76）によると、委員数50名の内19名の委員は元教育家委員会の会員であった。また、

教育刷新委員会は、文部省でなく内閣直属の審議機関として設立されたことから諮問と答申の形

式を採らず、官僚統制の影響を受けにくい機関となった。

教育刷新委員会は、教育の制度設計について具体的な方針を定める議論を開始するのであるが、

従来の複線型から単線型への移行に関する議論は、既存の学校群を高等学校か大学のどちらに移

すべきか、その際の教育段階の接続はどうすべきか等の問題を次々と顕在化させた。これらの問

題に対する議論は困難を極めた結果、曖昧なものとして高等学校は、３年制とするが４年制と５

年制も認め、新制大学は４年制を原則とするが３年または５年としても良いという改革案が1946

年12月27日に採択された（天野，2016a：227)。それは、妥協的な決定案であったが、同時に既

存の複線型教育制度における多様な学校群の存在を考慮した上での柔軟な策でもあった。

この教育刷新委員会の建議を受けた文部省は､「学校教育法」の作成に着手しその後1947年３

月31日に法令を公布した。ところが「学校教育法」に条文化された高等学校並びに大学の規定は、

教育刷新委員会の建議内容とは異なり就業年限の規定は高等学校が３年で大学が４年であると、

６ 　教育改革同志会とは、1932年に発足した近衛文麿が主宰する民間団体であり、教育学者の阿部重孝（東
京帝国大学教授）と、後に教育刷新委員会の委員になる大島正徳、佐野利器、城戸幡太郎、関口泰らが加
わっていた（酒井，1979：163-165)。
７ 　草原（2008：75-76）によると、南原が当時すでに活動を終えていた教育家委員会の存続を田中耕太郎文
部大臣に提案し、それが認められたことで教育刷新委員会が発足した。
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意見が反映されない結果となっていた。このような「学校教育法」の制定に、当然ながら教育刷

新委員会は納得ができるものではなかったが、これにはCIEが文部省側に対しても改革案の修正

を要請する介入が背景にあった。

当時学校教育局長であった日高第四郎は、できる限り教育刷新委員会の決定に沿った法案を作

成していた。ところが、その法案を見たCIEは大学の「３年あるいは５年でも良い」という文面

に対し３年の大学には学士号を与えてはいけないこと、高等学校の「４年あるいは５年」は職業

教育をする場合のみでないと認めないとし、修正を要求したとされている（日本近代教育史料研

究会編，1996：135)。つまり、教育刷新委員会の改革案が「学校教育法」に反映されなかった

のは、CIEが「６－３－３－４」の単線型学校体系への移行に固執していたことに起因しており、

CIEの介入により、新制大学は「学校教育法」により例外を認めない原則４年制の大学であると

されてしまったのである。これによって、専門学校・高等学校・師範学校といった学校群の移行

問題は非常に困難なものとなってしまった８。

４．３．新制大学制度の発足

1947年「学校教育法」が公布されたことにより新制大学制度が発足することとなった。図4.1

は、法令公布以降の教育制度を表したものである。様々な目的に機能分化していた戦前期の複線

型教育制度は、小学校・中学校・高等学校・大学の進学ルートから構成される「６－３－３－

４」の単線型教育制度へと移行し、戦前期に設置されていた専門学校（実業専門学校)・高等師

範学校・女子高等師範学校・大学予科・旧制高等学校などの多様な種別の学校群の多くは、再編

統合する形で一元化されることとなった。

しかし、多種多様な高等教育機関から成る複線型教育制度を採用していた日本にとって、この

「６－３－３－４」という単線型教育制度の導入は、日本の教育を整備する上で非常に困難なも

のとなっていた。戦前期の学校群は、それぞれ教育の目的・内容とそれらに伴う教員の能力や学

校の設備等のあり方、さらには、それぞれの学校に埋め込まれた慣習といったあらゆる要素が根

本的に異なるという現状があったからである。

８ 　このCIEの「６－３－３－４」制に対する固執には､「日本の指導者層の人材養成の中核である旧制高校
－帝国大学という教育ルートに対するアメリカ側の強い警戒感、不信感｣（大崎，1999：56）によるもので
あり、それを存続させないためであったとされている。



－　  －35

樋口：日本における単位制度の実質化を阻む要因の研究

図4.1　日本の教育系統（1949年)

出典：文部科学省，「学制百年史 資料編」

一元化されることとなった日本の高等教育だが、この法令に準拠しない戦前期の学校は、新制

大学に昇格するか、卒業生を出して廃校するか、あるいは高等学校に格下げするかという選択肢

を強いられた。最終的にこれらの学校は、廃校を避けるため各種学校と再編統合する形で新制大

学となったものの、この再編統合の過程においても以下のような制約があった。

まず、新制大学の発足予定時期がCIEにより大幅に早められたことである。日高学校教育局長

は、当初CIEとの合意のもとで新制大学の発足を1949年に予定していた。ところがCIEは、私立

の専門学校を1948年の秋に大学へ昇格させる計画を立てるようにと、予定を早める要請をした。

これに対して日高はCIEに1949年実施は合意に基づいていると弁明をするも、それは政府の学校

のみであり私立の大学は別であると一喝されたと述べている。敗戦直後の困難な時期において予

算措置と法制措置等の整備もできていない最中、当初の予定を一年繰り上げる新制大学の早期発

足は、｢見切り発車」と言わざるをえないものであった（日高，1954：318-320)。

次にCIEは、日本の中央集権的な教育体制に関しての批判と是正を要請している。CIEは教育

の機会均等の必要性を主張した上で、国立大学再編成の勧告を行なった。これにより､「新制国

立大学実施要綱（国立大学設置の十一原則）」（以下､「十一原則｣）が文部省側で1948年６月に作

成され、1948年８月27日にGHQとの間で正式に合意を得ることとなった｡「十一原則」は、日本

側の実情がある程度考慮されていたものの、全体的な方向性としては、アメリカの州立大学の制



－　  －36

追手門学院大学社会学部紀要　第14号

度を導入するための内容となっていた（天野，2016b：546)。中でも、この原則で特筆すべきは、

各都道府県に一つの国立大学を設立するという「一県一大学」の原則である。この文書における

一部の地域を除いた「一県一大学」の原則は、多様な学校群が同じ県内に位置しているという理

由だけで、一方的にそれらを再編統合するよう規定した。ゆえに、それに反発する学校は続出し

たが、当時の文部官僚であった村山松雄によれば､「一県一大学」という原則は、再編統合にお

ける問題を抱え込み、脱落者を出さずに、いかにして新制大学を発足させるかという、理屈より

感情的に訴えるところが多い「魔法の接着剤」であったと述べており（村山，1979：16)、結果

的に文部省は一年足らずでこれを実現した。

「十一原則」が設けられた一方、単線型の移行は専門学校にも大きな打撃を与えていた。戦前

期日本において、専門学校は､「専門学校令」や「実業学校令」によりある程度の整備が行われ

たものの、やはり高い教育水準を持つ専門学校があれば、水準が低い学校もあるという現状を尚

も維持していた。そして単線型への移行を検討した際、ここで問題となったのは、後述される

「大学基準」に教育水準が満たない専門学校の処遇についてであった。この専門学校の教育水準

が後述する大学基準に満たない処遇をどうするべきかという問題は、最終的に２年制大学、すな

わち「短期大学」制度を設けることで解決を試みた。そして、この短期大学制度のおかげで多く

の専門学校、ひときわ女子専門学校は廃校を免れることができた（天野，2016b：568-569)。

以上のように、GHQの占領下に置かれ、新制大学制度が発足するまでの非常に短い期間で、

日本は戦前期の学校群を再編統合させ新制大学の発足を実現させた。表4.1は1948年以降、1953

年までに発足した４年制大学数および短期大学数を表したものである。

表4.1　新制大学設立年度別

大　　　　　学 短　期　大　学
国　立 公　立 私　立 合　計 国　立 公　立 私　立 合　計

1948年 0 1 11 12
1949年 70 17 81 168
1950年 0 7 14 21 0 17 133 150
1951年 1 1 2 4 4 7 21 32
1952年 1 8 12 21 3 7 15 25
1953年 0 1 4 5 0 6 17 23
合　計 72 35 124 231 7 37 186 230

出典：天野（2016b：589）より

新制大学制度が発足した1948年には、国立以外の４年制大学12校が先立って発足し、翌年の

1949年に168校の４年制大学が一斉に発足している。短期大学においては、1950年から発足して

いる。戦前期の1940年時点で大学は47校のみであったが、新制大学発足以降1950年になると大学

は201校、短期大学は150校と大学数が激増していることがわかる。



－　  －37

樋口：日本における単位制度の実質化を阻む要因の研究

表4.2　新制大学の編成諸タイプ（1952年４月時点)９

国　立 公　立 私　立 小　計
旧制大学を含むもの 26 14 44 84 
大 10 16 26
大＋予 5 5
大＋専 1 2 1 4
大＋予＋専 1 2 21 24
大＋予＋師 1 1
大＋高＋師 4 4
大＋専＋師 4 4
大＋予＋専＋師 2 2
大＋高＋専＋師 12 1 13
大＋予＋高＋専＋師 1 1
旧制大学を含まないもの 46 20 76 142
予 1 1
高 5 5
専 11 17 69 97
師 9 9
高＋専 1 1
高＋師 4 4
専＋師 13 1 14
高＋専＋師 6 6
講習所 2 2
新設 1 2 3
合計 72 34 120 226

出典：海後ら（1969：112）より

さらに表4.2は、発足した新制大学の編成パターンを示したものである。中には、戦前期から

ある大学予科・高等学校・専門学校・師範学校等の学校種が単属で新制大学へと昇格した学校も

あるが、ほとんどの新制大学は二つ以上の学校種から統合されていることがわかる。これら各学

校群は、教育内容・目的から学校設備のあり方まで、あらゆる性格が異なっていた上に､「学校

教育法」制定の1947年３月から短期間のうちに実施された過程を鑑みても、それらの再編統合は

容易なものではなかった。また、他の学校との統合はキャンパスの物理的距離においても問題を

生じさせた。例えば、国立大学は「十一原則」の「一県一大学」の規則によって、同じ県内に設

置されている学校群が再編統合されたものの、同じ県内でさえ、学校間の距離が非常に離れてい

るため、学校内の連携が物理的に難しいという状況をも作り出したのである。

９ 　大：大学　予：大学予科　専：専門学校・専門部　高：高等学校　師：高等師範学校・師範学校・青年
師範学校



－　  －38

追手門学院大学社会学部紀要　第14号

４．４．大学基準協会設立と単位制度の導入

戦後学制改革により占領下の日本では､「６－３－３－４」制の導入により戦前期の学校群を

再編統合する形で新制大学が発足し、国家主導から民主化に基づいた教育体制へと転換してゆく。

さらに、CIEは教育改革の勧告において、官僚統制による大学行政を否定し文部大臣が持つ高等

教育機関の基準制定権・設置許可権・大学発足後の監督権といった権限を撤廃するよう要請し、

日本では文部大臣の諮問機関である「大学設置委員会」と同時に、大学のアクレディテーション

を実施する「大学基準協会」が設立された。

CIEが日本に対して行なったアクレディテーションの説明は次のものとなっている。CIEの

イールズ（1948：15）によると、戦後日本の教育改革にて、大学の設置許可行為とその後の大学

の水準維持、及びその向上方策は、チャータリングとアクレディテーションの機能を分離させる

ものであった。チャータリングとは「その大学が存在してみずからを大学と呼ぶ権利」を許可

する行為を指し、アクレディテーションとは大学が大学基準に適合しているかを判定し「いゝ

大學であるという判定」を下す行為のことを指す。また、CIEのホームス（1948：24-26）もこの

「チャータリング」と「アクレディテーション」の方式について言及しており、日本において、

前者の枠割を担うのが、「大学設置委員会」であり、後者が「大学基準協会」だと述べている。

アメリカで行われていた「アクレディテーション方式」を、日本の高等教育制度にも導入する

ため「大学基準協会」が1947年７月８日に創設された｡「大学基準協会」は大学教員などの教育

の専門家による一種の集団的自己規制の元に運営され、官僚統制によるものでなく民間が行為主

体となって高等教育を維持・向上させる機関であるとされた。

また、「大学基準協会」の創設に伴い単位制度も新たな高等教育制度として導入された。単位

制度に関する規定は「大学基準協会」が設けた「大学基準」において記述されることとなった。

以下が単位制度の記述である。

「大学基準（1947年７月８日時点)」

七 、授業科目及びその単位数決定は左の基準による。但し、医学教育及び歯学教育を行う大学

又は学部においてはこの限りではない。

　１ 、大学は左に掲げる一般教育科目中各系列に亙って夫ヶ三科目以上全体として十五科目の

授業を必ず用意しなければならない。

　　　人文科学関係　哲学、倫理学、宗教学、文学、音楽、芸術

　　　社会科学関係　法学、政治学、経済学、社会学、地理学、教育

　　　自然科学関係　数学、物理学、化学、天文学、地学、生物学

（前略）一般教育科目の授業は各科目とも四単位以上とすることを原則とする。

　２ 、大学は一般教育科目の外に二つ以上の外国語について、夫ヶ八単位以上の授業を必ず用

意しなければならない。
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　３、大学は体育に関する講義及び実技各二単位以上を課すことを要する。

　５ 、一科目に対する過程を終了した学生には単位を与えるものとする。各科目に対する単位

数は次の基準に依って計算する。

　　イ 、講義に対しては一時間の講義に対し教室外における二時間の準備又は学習を必要とす

ることを考慮し、毎週一時間十五週の講義を一単位とする。

　　ロ 、演習については、数学演習の如き演習は二時間の演習に対し一時間の準備を必要とす

ることを考慮して毎週二時間十五週の演習を一単位とし、哲学演習又は法学に関する演

習の如き演習は一時間の演習に対し二時間の準備を必要とすることを考慮して毎週一時

間十五週の演習を一単位とする。

　　ハ 、（前略）実験室又は実習場における授業に対しては､（中略）毎週三時間十五週の演

習又は実習を一単位とする。

一 〇、学士号に対する最低要求は左の基準によるものとする。

　１ 、学士号を与える資格の最低要求は（中略）単位百二十及び体育の単位四を四箇年以上に

獲得することとする。卒業論文又は卒業計画の単位は右百二十単位中に含ませる。但しそ

の単位を如何に定めるかは各大学の自由とする。

　２ 、大学の学生は一般教育科目中七の１に示す三つの系列に亙って夫ヶ三科目十二単位以上

合計三十六単位以上取得し､（中略）専攻科目、それに関する科目及び自由選択科目を合

わせて八十四単位以上を取得しなければならない。

 大学基準協会十年史（1957：218-223）より一部抜粋

このように、卒業要件と、それに必要な科目や単位数は､「大学基準」によって全ての大学に

適応されることとなった｡「大学基準」では、専門科目に対置する一般教養科目の導入とその具

体的科目、必要単位数が明示され、体育科目も必修科目として加えられた。また､「大学基準」

には、科目ごとに１単位あたりの授業時間数と必要な学修時間も明記されており、講義は１時間

に対し２時間、演習は、２時間に対し１時間、実験実習は、実習場で３時間とすることが確定さ

れた。卒業必要単位数は、120単位に体育科目の４単位を合わせて124単位が最低基準とされた。

以上のように、大学基準協会は、アメリカのアクレディテーション機関に倣って、官僚組織で

なく大学関係者からなる民間の組織として発足した。ところが10年後、大学基準協会が策定した

「大学基準」は、ほとんど変更を加えられずに文部省の大学設置委員会によって「大学設置基

準」に改められるのであった。
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５．日米の単位制度における分析と考察

５．１．日米における単位制度の分析

本稿では、２章においてアメリカの単位制度の歴史的変遷過程を追った。その結果、単位制度

には４つ要素があることが確認された。それらを整理すると１）選択性、２）調節性、３）社会

的信用性、４）連続性である。本節では、これらの要素を分析単位として日米の単位制度の比較

分析を行い、単位制度の実質化の条件と実質化の阻害要因を考察してゆく。

１）選択性

 　アメリカでは、単位制度は選択科目制に量的規定を設けたことで誕生したという歴史的背景

がある。ここから、科目を選択できる要素である選択性が付与されていることが確認できる。

選択科目制（選択性の要素）は、教育目的に沿った自由なカリキュラム編成と学修者自らの関

心に沿った学修を可能とする一方、選択科目が提供されていない必修カリキュラムでは特に必

要とされない。ただ、選択科目制のみの運用では主に二つの問題が生じることに留意しておく

必要がある。一つは、学位の非等価性を招くことである。この非等価性とは学位が同じであっ

ても履修科目や科目数によってばらつきが生じるという量的・質的な学修の不均等さ（等価で

ない）を表す。選択科目制は、画一的であった従来のカリキュラムを多様化させるが、同様に

学位の等価性を欠き価値基準そのものも多様化させる機能をも有している。二つは、選択に伴

う自由の責任である。Eliot（1908：142-143）は、この選択科目制に伴う自由の責任は「精神

的成熟と人徳を養う知的な性格を有している」と述べている。しかし、それには学生が学びに

対し高い意欲と学修に対する規範を備えていることが前提となる。つまり、選択科目制ではカ

リキュラムではなく学修者自身が学修の目的を定めそれを達成するための学修計画を設定する

必要があり、学修者の学修目的が曖昧な場合、学修自体を曖昧化させ教育の質を低下させる危

険性も有しているのである。

 　次に、選択性を日本の単位制度に当てはめると、この要素は確認することができた。単位制

度は選択科目制の上に成り立つ制度であることから、単位制度の導入は必然的に選択科目制の

導入を意味することがわかる。現在でも日本の大学は選択科目制を採用しており、自ら科目を

履修することが大学と中等教育や他の教育機関との最大の違いであると捉えられている。

２）調節性

 　選択科目制には、利点がある一方で表裏一体化する欠点も存在した。その問題に対する

「便宜的手段として考えられた制度的措置」(清水，1998：19）として考案されたアメリカ

の単位制度は、科目の難易度や学問的特性に応じて学修時間を目安に単位数を定めることで

学位の等価性の維持を可能とした。ここに調節性の要素を確認することができる。調節性
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は選択性の欠点を補完する機能を持つ。例として1902年のペンシルバニア大学（University 

of Pennsylvania）の天文学科目の一覧を表5.1にまとめた。Astronomy（天文学）の科目リ

ストは、Astronomy, Practical Astronomy and Geodesy, Practical Astronomy, Theoretical 

Astronomyと科目が分かれており、単位数はそれぞれ、　　、２、３、３単位と振り分けられ

ている（University of Pennsylvania, 1902：123)。当時のペンシルバニア大学は、年間15単位

～20単位の履修を推奨しており、15単位を履修する場合は５年で卒業、20単位であると４年で

卒業ができると紹介している。このように、単位制度の有する調節性は、選択科目制を実施し

つつも全体としては同量の学修時間を維持する機能を持ち、科目の難易度や費やす学修時間の

差異を調節することで、学位の等価性を維持する役割を担った。

表5.1　ペンシルバニア大学の天文学科目表

ASTRONOMY

Subjects.
Hours a week Units of 

Work Preparation required, remarks, etc.
1st Term 2nd Term 

Astronomy 3 ―  11─ 2 Mathematics 461 and 462.

Practical Astronomy   
And Geodesy ― 4 2 61, and Mathematics 465 and 467.

Practical Astronomy 3 3 3 62.

Theoretical Astronomy 3 3 3 61, and Mathematics 465 and 467. A reading 
knowledge of French and German is desirable. 
University of Pennsylvania（1902：123）より

 　一方、日本における単位制度の科目間における単位数の振り分けは、講義や演習、実験実習

および実技といった授業方法を基準に考えられており、授業形態ごとに単位数の設定が異なっ

ている。しかしこの単位数の振り分けは、科目難易度や学修時間を想定した単位の設定には

なっていないことがわかる。例として追手門学院大学のスタディ・ガイド（2018）の基盤教育

科目・外国語科目・体育科目の単位数配分を一部抜粋した（表5.2)。これを見ると講義であれ

ば２時間の授業を受けた場合、４時間の予習・復習が必要となり、15週（セメスター制）の合

計で90時間の学修となるので２単位が与えられる。そして、実習・実技では、２時間の授業を

受ければ、１時間の予習・復習をして45時間の学修となり１単位となる。単位数の設定は、科

目内容の難易度や学問的特性に関係なく、授業方法によって形式化したものとなっており、ア

メリカの単位制度が有する調節性の機能は確認できない。「大学基準」および「大学設置基

準」の要綱には、授業時間を２時間で区切ることや単位数の設定は記載されておらず、各大学

が裁量権を持っているものの、単位数設定の運用は、ほとんどが一律化されており多くの日本

の大学でも看取されるのである。

 11─ 2
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表5.2　追手門学院大学の開講科目と設定単位数の一部抜粋（2018年度)

教養科目群 基礎科目群
人　文　系 外国語科目

　日本文化論 …………………… ２単位 　英語 …………………………… １単位
　比較文化概論 ………………… ２単位 　ドイツ語 ……………………… １単位
　ことばと文化 ………………… ２単位 　フランス語 …………………… １単位

社　会　系 　中国語 ………………………… １単位
　心理学入門 …………………… ２単位 　日本語 ………………………… １単位
　市民社会と政治 ……………… ２単位 体 育 科 目
　法学入門 ……………………… ２単位 　体育概論(講義）……………… ２単位

自　然　系 　スポーツ概論(講義）………… ２単位
　自然科学概論 ………………… ２単位 　基礎体育(実技）……………… １単位
　科学技術史 …………………… ２単位 　応用体育(実技）……………… １単位
　入門数学 ……………………… ２単位

追手門学院大学（2018：80-82）より

３）社会的信用性

 　単位制度は、アクレディットされた大学によって科目単位をクレジット（Credit）に変換し、

社会的信用を付与する。これが単位制度の有する社会的信用性である。アクレディテーション

機関は単位制度に関わる基準と運用に適格判定を行い、単位数に応じた適切な学修量と満足な

学修成果に対してアクレディットするとした。もし設けられた基準を下回ると、アクレディ

テーション機関の発行するアクレディットされた大学を載せたリストから除外され、大学その

ものの社会的信用を損なう仕組みとなっている。つまり、豊富なカリキュラムを提供し、授業

内容と学修量の調節が適切に行われていても、アクレディテーションが与えられない限り、そ

こで獲得した単位及び学位に社会的信用は付与されない。選択性と調節性は学内で機能する要

素である一方、社会的信用性は、学外との連関で機能する要素なのである。また、社会的信用

性により、学修者は教育課程を通じて自らのクレジット（社会的信用）を獲得していかなけれ

ばならない。ゆえに、選択科目制に孕んでいた問題である「学生が主体的に学修する規範」は

社会的信用性により改善される。アクレディテーションは実施される社会に認知され評価され

ることを前提に機能する。社会がその存在意義を評価しなければ、社会的信用性は成り立たず

単位制度は機能しないことが明らかとなる。

 　一方、日本では新制大学の発足に伴いこの社会的信用性を単位制度に付与するため「大学基

準協会」が設立された。しかし、喜多村（1977：115）が「新制大学と共に導入されたアクレ

ディテーション方式は、大学基準協会に集まった大学人らの理想と努力にも拘らず、日本の社

会に根付く機会を得られないまま、その本来の機能を失った」と指摘するように「大学基準」

は公表されてから10年あまり経過した1955年に「大学設置基準」として省令化されてしまい、
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アクレディテーションの機能を損なってしまった。これは、最低基準として設けていた「大学

基準」を省令化させたことから、アクレディテーションをチャータリング（Chartering）に転

換させたことを意味し、結果としてアクレディテーション機関が設立される前のアメリカのよ

うに、大学が容易に設立される状況を作り上げた。その「大学設置基準」はアメリカの州によ

るチャータリング的役割にすぎず、基準にさえ大学が適合していれば良いと「基準」同様とな

る矛盾を生じさせ、単位が持つ社会的信用性は極めて希薄なものとなっている。

４）連続性

 　単位制度は、中等教育と高等教育でのアーティキュレーションにおいても用いられている。

ここに連続性の機能も見られた。アメリカでは、中等教育でも単位制度が導入されており、地

域ごとの差異が若干あるものの、その入学資格に中教育段階で修めた科目のクレジット、すな

わち単位が高等教育の進学の際に使用されている。1900年代のペンシルバニア大学のカタログ

では、入学時にForeign Language, Mathematics, Historyの科目を予め６単位取得していれば、

３年で卒業することも可能であると記されている（University of Pennsylvania, 1902：77-79)。

 　またDavis（1912：484-486）によると、1900年代の大学はそれぞれ入学に必要な単位を14.5

単位～16単位で定めていた。この入学必要単位は、州立大学・私立大学とでは、州立大学の方

が職業関係科目を多く要件に含む傾向があり、西部地方・東部地方では西部地方の方が外国語

や理科を要件に含めない傾向にあった。単位制度は中等教育と高等教育のアーティキュレー

ションにて、双方を媒介する機能を有している。この連続性の要素は、単位制度を運用するに

あたり進学した学生の継続的な学修を確保すると同時に、大学の教育水準を維持、向上させる

役割を持っていることが明らかである。

 　しかし日本の単位制度は、対照的に大学内のみの閉鎖的な運用に留まっていることが看取さ

れる。連続性は、中等教育との関係が非常に重要となるが、廣澤（2004 ：96）が､「中等教育

で運用される単位制度は、一部の『単位制高校』等を除けば、カリキュラム編成上の授業時間

数を示すものに過ぎない」と指摘するように、高等学校における単位制度は、ほとんど形式的

なものとなっている。すなわち、日本における大学は入学試験の評価に強く依存しているなど

の要因から､「大学基準」に中等教育とのアーティキュレーションに関わる単位制度の言及が

一切されておらず、連続性の要素はどこにも見当たらない。このことから、日本の単位制度に

連続性の要素が欠如していることは明らかである。これは「大学基準」がそのまま省令化した

「大学設置基準」にも同様に見られる。

５．２．単位制度の実質化に必要な諸機能の損失

日米の単位制度の具体的な相違を明らかにするため、アメリカの単位制度から抽出した４つの

要素を分析単位として比較を行った。その結果、選択性は日本の単位制度も有していたものの、



－　  －44

追手門学院大学社会学部紀要　第14号

それ以外の調節性、社会的信用性、連続性の機能は確認することができず、日本の単位制度は、

事実上選択科目制に近い制度となっていることがわかった。日本の単位制度の実質化が実現され

ない要因は、選択性以外の調節性、社会的信用性、連続性の機能の損失から生じるものなのであ

る。天野（2006：38）によると、戦前後の高等教育は「システムの外形を変えることには成功し

たが、大学の内部組織や慣行まで変革することはできなかった」とされていることから、戦前か

ら戦後の新制大学へ転換した時期に何らかの問題があると言える。本節は、単位制度の実質化を

阻む要因を、制度の連関性の視点から考察する。

５．２．１． 大学教育の目的

 　単位制度には、教育の目的が明確であり、教授内容の専門性が高くなるほど、学修量で単位

数を設定する必要がなくなるという特徴が見られる。当時のアメリカ高等教育には、リベラ

ル・アーツに沿った必修科目制のもとで聖職者を養成するという明確な目的があった。しかし

その後、ドイツの影響を受け選択科目制がアメリカに普及したと同時に、高等教育に研究や市

民の育成という抽象的で非等価的な目的が含まれるようになったことで、学位の等価性を担保

するために学修量によって単位数を設定する必要性が生まれた。

 　一方、日本の高等教育は、明治期の近代化以降、西欧諸国に追いつくという国策のもと、西

洋の学術技芸を取り入れ､「国家ノ須要」に応じる目的を持っていた。そのため、高等教育の

カリキュラムは、西洋知識の模倣・吸収を目的とし、近代化のための専門知識を重要視するも

のとなった。ゆえに、教育課程における学修量の重要性は極めて希薄であったという背景が浮

かびあがる。これは、戦後アメリカ教育使節団の報告書においても、日本の高等教育は「創造

的または独創的というよりも模倣的・吸収的なものであった」と指摘されている（伊ヶ崎ら，

1975：108）ことからも明らかである。

 　さらに日本の高等教育は、本来大学よりも専門一科の学問を教授する専門学校の数が全体の

多数を占めていた。そして「大学令」の公布に伴い、40校の専門学校が大学へと昇格を果たし

たものの、新制大学制度が樹立すると、1951年には４年制大学と短期大学が激増しそれぞれ

201校、150校となった。しかし、新制大学が発足した際の編成パターンを見ると多くの新制大

学は専門教育を主な目的とする学校あるいは、それらが単独で新制大学に昇格したことから、

日本の新制大学は、教養教育よりも専門教育を重視する学校の集合体がほとんどであり、単位

制度の実質化に対して潜在的に消極的となることが明らかなのである。

５．２．２． 日本における教育機関の序列構造

 　戦前期の日本は、様々な教育目的から分化した複線型教育制度を採用していた。そして太

平洋戦争以降、日本の教育はCIEの指導のもと民主主義を前提とした体制へと転換し､「６－

３－３－４」の単線型教育となった。単線型教育制度導入の目的は、一部の特権者のみでな
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く多くの人々に高等教育を解放し官僚主義の国家中心的教育を解体することであったが、日

本における教育の官僚主義的な序列構造は社会的慣習として残り続けたと考えられる。天野

（2009b：223-286）によれば、日本における教育の序列構造が形成されたのは「大学令」が公

布された時期であると指摘している。この序列は、「帝国大学令期」の帝国大学と専門学校と

いう「官立セクターと私立セクター」の二層構造から始まり､「大学令期」にて、帝国大学と

それ以外の官公私立の大学、専門学校の三層構造となった。ひときわ帝国大学には、財政面の

援助や就職の優遇といった特権が付与され、他の私立大学や専門学校と大きな区別がされてい

た（草原，2008：63)。

 　また、この序列構造の実態は公布された法令からも見られる。「大学令期」では「大学令」

の公布により、教育的資質が高い専門学校が大学へと昇格し、それら昇格した大学は、制度

上、帝国大学とその他の大学は同等のものとして扱われることとなった。ところが、それまで

施行されていた「帝国大学令」は廃止されず､「大学令」公布の翌年である1919年に「帝国大

学令」(大蔵省編，1919：2-3）は、帝国大学専用に全面改正され、法令自体は継続して施行さ

れたのである。この序列構造は、新制大学の発足により制度が変わり、一部の特権者のみでな

く多くの人々に高等教育が解放したにも拘らず、依然として社会的慣行として残り続けたので

ある。

 　一方で、この日本の序列構造が高等教育機関に対して社会的信用性を単位制度の代わりに付

与する機能を担っていたことも見出される。この序列構造は、戦前期から現代に至るまでに

「旧帝国大学閥」や新たに「国立大学閥」という「枠」を社会的慣行として作り上げ、それら

が単位制度に有する社会的信用性と同様の機能（アクレディテーション）を果たしていたこと

が考察される。

６．結　論

６．１．｢基盤にある社会性」に規定される単位制度

単位制度は、選択性、調節性、社会的信用性、連続性の４つの要素を持っており、それらが適

切に機能していることが単位制度の実質化には必要不可欠である。しかし、アメリカから導入さ

れた日本の単位制度は、選択性以外の３つの機能を失うこととなった。なぜ単位制度はアメリカ

から日本に移ったことで３つの機能を失ったのだろうか。

この疑問に対しては、マリリン・ストラザーンの知見を参考にしたい。彼女の著書である「部

分的つながり（Partial Connections)」では､「基盤にある社会性（grounding sociality)」とい

う概念が用いられている｡「基盤にある社会性」は、社会のあらゆる行為を規定する性質をも

ち、ある社会の人々が他社会のモノ（有形物・無形物に限らない）を模倣し獲得する過程にお

いて、そのモノのイメージを「成長、反転、切断」させる作用を持つ（Strathern, 2004＝2015：
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270-271)。

これを単位制度に置き換えると、日本社会の人々がアメリカ社会にある単位制度を取り入れよ

うとしたが、その模倣と獲得の過程において、日本の「基盤にある社会性」が単位制度に作用し、

結果として調節性、社会的信用性、連続性の機能が失われたと指摘することが可能である。つま

り、異なる社会による制度の導入過程で､「基盤にある社会性」の性質により単位制度の要素は

「成長、反転、切断」され、アメリカの社会で機能していた単位制度は、日本の社会では同様の

機能を持てなくなるのである。すなわち、序論で述べた日本における単位制度の実質化､「組織

的な履修指導や履修科目登録数の上限設定（キャップ制度）などにより学生の主体的な学修を促

し、１単位あたり45時間の学修量を確保するための取組み｣（大学評価・学位授与機構，2016：

84）の定義は、アメリカ社会で機能する単位制度に基づいているため、果たして日本の「基盤

にある社会性」に適しているのかという結論になる。単位制度の実質化方策が「基盤にある社会

性」と適切な連関がないことに起因することは明らかである。では、日本の「基盤にある社会

性」とは、どのようなものだろうか。

６．２．日本文化における「場」の重要性

社会人類学者である中根（1967）は、一定の個人から構成される社会集団の構成原理を､「資

格」と「場」という二つの枠組にて論じた｡「資格」とは社会的個人の一定の属性を表すもので

あり、氏名・性別といった先天的なものから、学歴・職業といった後天的に個人が獲得するもの

も含まれる。一方で「場」とは、地域や所属機関などのように一定の枠によって個人が集団を構

成している場合を指す｡「資格」と「場」という２つの構成原理は、どの社会においても存在し、

「資格」を優先すれば､「場」を優先する社会もある。優先の程度は社会に所属する人々の社会

的認識と密接な相関を持つ。本稿で扱った単位制度や大学を例にすると、学生やアクレディテー

ションされた大学などは「資格｣、５章で述べた学閥により形成された序列構造は「場」と置換

できる。

中根は､「日本社会が極めて『場』を重要視し、その傾向はタテ社会における序列構造によっ

て表れている」と指摘している｡「資格」を重視するアメリカの単位制度が、日本に導入された

結果、社会的信用性や連続性は､「学閥」や高等教育機関という「場」の優先により、その効力

を失ったのである。日本の単位制度が３つの要素を失ったのは、この「場」を重視する日本独特

の社会的文脈、すなわち「基盤にある社会性」によるものであることが本稿により明らかとなっ

た。

さらに、中根の指摘は、戦後から1960年代の日本社会を反映させたものであるが、現在の教

育制度においても色濃く影響を及ぼしている。本稿の目的である､「単位制度の実質化を阻む要

因」として「基盤にある社会性｣、すなわち日本独特の社会へと帰結する論理的根拠となるので

ある。
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６．３． 本稿の課題と結語

本稿は、単位制度の実質化を阻む要因を、制度間における連関性の観点から検討した。しかし、

今後さらに研究を深めるためには、以下のような研究課題があると考えられる。

第一に、教育段階と学校種における検討対象範囲の拡大である。戦前高等教育においては、史

料の制約等もあり、大学、専門学校、高等学校が主な対象となっており、師範学校や、女学校等

の学校種は扱わなかった。さまざまな学校種が新制大学発足の際に一元化される過程を深く理解

するためには、これらを含めた検討が必要となる。また、戦後教育以降に関しては、主に、学士

課程における単位制度のみを対象としたため、修士課程・博士課程の単位制度にまで検討が及ば

なかった。高等教育における各教育課程による単位制度の比較研究も必要となるであろう。

第二に、単位制度と学校教育システム外にある制度との連関性の分析である。例えば、大学経

営としての観点、教育政策としての補助金制度と単位制度の連関性や、就職雇用慣行との連関性

が挙げられる。教育は常に社会の中にあり、教育と社会は、常に相互作用する関係にある。その

ため、それらを包括した分析は必要不可欠と言えよう。

第三に、諸外国高等教育機関との国際比較である。具体的には日本と同じように、アメリカを

モデルとした単位制度を採用している高等教育機関との比較である。同じアメリカモデルの単位

制度を導入したにも関わらず、その運用方法は、各国々の社会構造により容易に変化すると考え

られる。制度の性質を深く理解するため、いかなる「基盤にある社会性」により単位制度の機能

の相違を生み出すかを検討する必要があるだろう。

最後に日本の高等教育の展望とその発展について言及したい。平成期の日本は、多くの大学改

革を行ってきたが、それらのほとんどは日本の大学を発展させるという成果を得ずに終わった。

改革を実施するにあたり、欧米中心的思想を無意識に踏襲したこともあるが、日本の教育が国際

競争をするに伴い、その基準を無理に欧米に合わせた結果とも言えよう。しかし、最も重要なの

は、日本の「基盤にある社会性」を理解した上で、日本に合う独自の大学の発展を目指さすこと

である。それは、他国の方策や制度を模倣することではなく、日本の「基盤にある社会性」を理

解することから得られた独自の方策である。今後の日本は、自立的に発展する手段を検討する必

要性があるだろう。
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